





























































































































































4 国土庁 ｢平成３年度 防災白書 ｣（1992）ただし、白書では ､ここで示された ｢災害弱者 ｣
の性格が ､決して固定的なものでなく ､高齢人口の増加や在日外国人の増加に伴う諸制度















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































50 鍵屋一「災害時要援護者支援を考える⑵」2011年（平成23年）７月４日（月 ) 地方行政
pp.3-4
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れらはいわゆる「行政（健康福祉部局・防災部局等）」における個人情報の漏
えいをその補償範囲としており、第三者が、過失もしくは重過失によって個人
情報を漏えいさせてしまった場合は（現段階では）補償の対象外となっている
ようである 
51
。とはいえこれは現段階であり、今後は各自治体と損害保険会社と
の交渉により、範囲の設定や過失・重過失の設定等を検討しながら多様な契約
が想定されてくる余地もある。こうした保険に自治体が加入し、第三者には、
「一定の過失の場合には求償しない」ということを、条例や契約、誓約書の中
に明記していければ、情報提供された第三者の負担も軽減できるのではないだ
ろうか。
10．プロセス志向民主主義――人と人をつなぐ制度設計
要援護者支援制度についての自治体の取り組みは実に多様である。国のいわ
ゆるガイドラインやモデルプランというものは提示されているが、各自治体の
事情に即した施策を実施しているのが現状である。というのも、各自治体の制
度設計者には、多くのジレンマとリスク管理が課せられてもいるからである。
しかし、ここで再考せねばならないのは「個人情報保護」を口実として制度設
計の改善を怠らないことである。むしろ「個人情報保護」を戦略として、（国
のガイドライン等が提示する）地域のつながりを強め支え合う活動の再生と定
着を試みながら、制度設計をしていくことが求められている。加えて、それは
51 例として東京海上日動火災保険株式会社に「情報を保有している民生委員が、その情報
を紛失した場合」について尋ねると、「それは現時点では補償対象とできない」との回答
を得た。ただし、民生委員や自主防災組織の長等を相手として損害賠償責任を追及する
訴訟や、自治会が新聞等に「お詫び広告」を出すことや「おわび状」を各個人に送付す
ることも想定しづらく、損害賠償責任の追及は制度設計者である自治体に向けてなされ
る可能性が高いのではということ、そうであれば自治体の加入する保険で賄われるので
はないかということも併せて示唆された。ただし、その場合においても悪質な場合や被
害が甚大な場合については、自治体が当該民生委員や当該自主防災組織の長に求償する
ことも想定されるため、民生委員や自主防災組織の役員への求償の有無についてはあら
かじめ取り決めをしておいた方がよいとのアドバイスも得た。（博多支社堀内美佐氏に尋
ね、東京本社との相談の上2012年３月８日に電話にて回答を得た。）
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第二次世界大戦中の隣組等のような官主導の隣保組織ではなく、地縁血縁の薄
い（流動性の高い）地域住民による個人の裁量や多様性を互いに尊重した緩や
かな結び付きながらも、いざとうときには助け合える制度でなければならな
い。
そこで筆者は前述のように、条例（「総合防災・減災対策条例」等）を住民
との意見交換会やパブリック・コメント（意見公募）を経ながら作成すること
で、より良い制度を民主的に策定していくことを提案している。この条例策定
と制度設計のプロセスで、地域社会・市民社会という「場」を形成し「新たな
公共（公共の紡ぎなおし）」を模索するためでもある。
要援護者支援の問題は、いわば、「行政の支援があってこそ成り立つ共助」
であり、「民間の支援姿勢があってこそ成り立つ公助」である。つまり、要援
護者支援制度は、情報と制度設計の多くを握る行政の支援があってこそ成り立
つ共助の仕組みであり、実際に支援計画を作成したり避難支援をしてくれる民
間（市民）の支援姿勢があってこそ、公の避難支援（救援）もスムーズかつ十
分に行われるのである。最終的には行政活動による救援が不可欠であるとして
も、第一義的な避難や救助、さらに行政の救援活動につながるまでの間、ある
いは限られた行政資源との関係で救援活動に欠陥が生じたりその優先度が問題
となる場合には、市民活動がどれだけのことができるかが市民の生死を分ける
問題となるのである。
このような公共性の実現には、市民社会と市民が大きく関与すべきであり、
行政法的にはパラダイム転換として議論されている「プロセス志向民主主義モ
デル」が妥当する。これは、「公」である行政が「公共性」を有することを前
提にした「国家中心モデル」でもなく、「公」である行政が有するとされる「公
共性」を疑い、否定し、「私」である「市場」に委ねる「市場中心モデル」で
もなく、「公共性」を行政と様々な社会的アクターとの協議と調整のプロセス
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を経て生成し、進化させると説明されている 
52
。そこでは、個人と国家との関係
が、二項対立構図から、個人と国家そしてその中間領域である「場」である地
域社会・市民社会との三項図式になるのである。よって、国家が独占していた
「公共性」は、それに代わる「新たな公共性」の生成・進化を促す新しい豊か
な公衆参加の制度として再構成されていくと期待する。
参考資料⑴として自治体向けに行ったアンケートのサンプルを呈示する。消
防庁資料に基づいて、現在災害時要援護者支援事業に着手している全国の市
（東京23区を含む）759市区に対してアンケートを行った。内容は、「災害時要
援護者名簿の整備状況」とその「安全管理体制」、また「本事業の主管部局」
とその「選定理由」についてである。有効回答数は431市区であった。なお、
結果の詳細は、報告書「災害時要援護者支援制度における情報収集・情報共有
と個人情報保護に関する調査研究　平成24年３月　神山智美（九州国際大学）」
添付資料⑹を参照のこと。
52 市橋克哉「日本における行政手続の進化―国家、市場および社会との関係で考察する―（日
本語版原稿）」中国法政大学・アジア基金主催「行政手続立法に関する国際シンポジウム」
（2011年４月28・29、北京・翠宮飯店）pp.7-8
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―
 5
3 
―
災
害
時
要
援
護
者
支
援
制
度
に
お
け
る
情
報
収
集
・
情
報
共
有
と
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
一
考
察
参
考
資
料
⑴
自
治
体
ア
ン
ケ
ー
ト
見
本
　
災
害
時
要
援
護
者
情
報
の
共
有
化
に
関
す
る
情
報
提
供
の
お
願
い
災
害
時
要
援
護
者
情
報
の
共
有
化
（
以
下
、「
共
有
化
」）
に
関
す
る
現
状
を
尋
ね
い
た
し
ま
す
。
該
当
す
る
番
号
に
○
を
つ
け
、
必
要
に
応
じ
て
記
述
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
ず
回
答
者
に
つ
い
て
お
教
え
く
だ
さ
い
。
自
治
体
名
ご
担
当
部
署
ご
回
答
者
お
名
前
ご
連
絡
先
Te
l.
E-
M
ai
l
次
に
以
下
の
ご
質
問
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。
[共
有
化
へ
の
取
組
状
況
]
Q
１
．
あ
な
た
の
自
治
体
に
お
け
る
｢共
有
化
｣へ
の
取
組
状
況
を
お
教
え
く
だ
さ
い
。
１
．
全
体
の
名
簿
を
整
備
し
、
更
新
中
で
あ
る
。
⇒
Q
４
以
降
へ
２
．
整
備
途
中
で
あ
る
。
も
し
く
は
一
部
地
域
の
み
整
備
し
た
。
⇒
Q
２
及
び
Q
４
以
降
へ
３
．
未
着
手
で
あ
る
。
も
し
く
は
準
備
中
で
あ
る
。
⇒
Q
３
及
び
Q1
2へ
[共
有
化
完
備
予
定
に
つ
い
て
]
Q
２
．
｢（
共
有
化
の
）
整
備
途
中
で
あ
る
。
も
し
く
は
一
部
地
域
の
み
整
備
し
た
。
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
全
体
の
名
簿
を
完
備
さ
れ
る
の
は
い
つ
ご
ろ
を
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
今
年
度
（
20
11
年
度
）
中
２
．
来
年
度
（
20
12
年
度
）
中
３
．
再
来
年
度
（
20
13
年
度
）
以
降
[共
有
化
に
向
け
た
状
況
に
つ
い
て
]
Q
３
.「
（
共
有
化
は
）
未
着
手
で
あ
る
。
も
し
く
は
準
備
中
で
あ
る
。」
と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化
に
向
け
て
ど
の
よ
う
な
準
備
を
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
１
．
関
係
資
料
の
収
集
中
２
．
関
係
部
署
と
協
議
中
３
．
全
体
計
画
を
策
定
中
４
．
個
人
情
報
保
護
運
営
審
議
会
・
審
査
会
へ
の
諮
問
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
―
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―
九
州
国
際
大
学
法
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論
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第
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巻
　
合
併
号
（
20
12
年
）
[要
援
護
者
の
範
囲
]
Q
４
．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化
の
対
象
と
な
る
要
援
護
者
の
範
囲
を
お
教
え
く
だ
さ
い
。（
複
数
回
答
可
）
１
．
要
介
護
認
定
を
受
け
た
者
２
．
一
人
暮
ら
し
の
高
齢
者
３
．
高
齢
者
だ
け
で
暮
ら
す
世
帯
４
．
身
体
障
が
い
者
５
．
知
的
障
が
い
者
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
[要
援
護
者
情
報
の
内
容
]
Q
５
．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化
し
て
い
る
要
援
護
者
情
報
の
内
容
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。（
複
数
回
答
可
）
１
．
要
援
護
者
本
人
の
住
所
、
氏
名
、
年
齢
、
連
絡
先
等
の
基
礎
的
な
情
報
２
．
要
援
護
者
本
人
の
介
護
、
障
が
い
状
況
等
の
健
康
状
態
に
関
す
る
情
報
３
．
要
援
護
者
の
家
族
の
氏
名
、
連
絡
先
な
ど
世
帯
に
関
す
る
情
報
４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
[共
有
化
に
よ
っ
て
期
待
す
る
効
果
]
Q
６
．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化
に
ど
の
よ
う
な
効
果
を
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
１
．
災
害
時
の
安
否
確
認
に
活
用
で
き
る
。
２
．
災
害
時
の
避
難
支
援
に
活
用
で
き
る
。
３
．
地
域
に
お
け
る
日
ご
ろ
の
支
援
体
制
づ
く
り
に
活
用
で
き
る
。
４
．
要
援
護
者
に
対
し
て
日
ご
ろ
か
ら
地
域
と
の
か
か
わ
り
を
持
っ
て
も
ら
う
よ
う
に
働
き
か
け
ら
れ
る
。
５
．
災
害
に
対
す
る
要
援
護
者
の
不
安
を
解
消
す
る
。
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
[共
有
化
の
方
法
]
Q
７
．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
現
在
、
ど
の
方
式
で
共
有
化
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
　
　
　
　
　
１
．
関
係
機
関
共
有
方
式
　
　
　
２
．
手
上
げ
方
式
３
．
同
意
方
式
４
．
関
係
機
関
共
有
方
式
と
手
上
げ
方
式
の
組
み
合
わ
せ
５
．
関
係
機
関
共
有
方
式
と
同
意
方
式
の
組
み
合
わ
せ
６
．
手
上
げ
方
式
と
同
意
方
式
の
組
み
合
わ
せ
７
．
関
係
機
関
共
有
方
式
と
手
上
げ
方
式
と
同
意
方
式
の
組
み
合
わ
せ
8．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
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―
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5 
―
災
害
時
要
援
護
者
支
援
制
度
に
お
け
る
情
報
収
集
・
情
報
共
有
と
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
一
考
察
[個
別
計
画
（
個
別
避
難
支
援
プ
ラ
ン
）
の
策
定
状
況
]
Q
８
. ｢
共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
現
在
段
階
で
、
市
内
全
要
援
護
者
の
何
％
分
の
個
別
計
画
を
策
定
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
20
11
年
11
月
現
在
の
数
値
で
お
答
え
く
だ
さ
い
。
１
．
０
～
20
％
２
．
21
～
50
％
３
．
51
～
80
％
４
．
81
～
10
0％
５
．
ほ
ぼ
10
0％
策
定
終
了
し
て
更
新
中
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
お
書
き
く
だ
さ
い
：
 
）
[主
管
部
署
]
Q
９
．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
主
管
部
署
は
ど
こ
で
す
か
。
ま
た
、
ど
う
し
て
そ
の
部
署
が
主
管
部
署
と
さ
れ
た
の
で
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
　
主
管
部
署
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
理
由
 
１
．
危
機
管
理
業
務
を
行
っ
て
い
る
か
ら
 
２
．
防
災
業
務
を
行
っ
て
い
る
か
ら
 
３
．
本
事
業
が
消
防
庁
の
事
業
だ
か
ら
 
４
．
福
祉
情
報
を
要
す
る
か
ら
 
５
．
住
民
の
き
め
細
か
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
た
い
か
ら
 
６
．
街
づ
く
り
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
政
策
に
関
連
す
る
も
の
だ
か
ら
 
７
．
そ
の
他
 
　（
具
体
的
に
お
記
し
く
だ
さ
い
：
 
）
 
[共
有
化
の
範
囲
]
Q1
0．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
現
在
ど
の
範
囲
で
共
有
化
を
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
ま
た
そ
れ
は
ど
う
い
う
理
由
（
法
的
根
拠
含
む
）
に
も
と
づ
く
も
の
で
す
か
。
以
下
の
質
問
に
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
Q1
0 -
１
　
行
政
機
関
内
部
に
は
共
有
化
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
⇒
（
共
有
先
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
２
．
災
害
時
の
み
提
供
し
て
い
る
　
⇒
（
共
有
先
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
３
．
平
常
時
も
災
害
時
も
提
供
し
て
い
な
い
そ
の
理
由
を
お
記
し
く
だ
さ
い
。（
例
：
平
常
時
は
個
人
保
護
条
例
○
条
、
災
害
時
は
個
人
保
護
条
例
△
条
等
）
―
 5
6 
―
九
州
国
際
大
学
法
学
論
集
　
第
19
巻
　
合
併
号
（
20
12
年
）
Q1
0 -
２
　
社
会
福
祉
協
議
会
に
は
共
有
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
⇒
以
下
の
質
問
へ
２
．
災
害
時
の
み
提
供
し
て
い
る
　
３
．
平
常
時
も
災
害
時
も
提
供
し
て
い
な
い
ご
回
答
の
理
由
を
お
記
し
く
だ
さ
い
。（
例
：
個
人
保
護
条
例
○
条
□
項
等
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化（
提
供
）
し
た
要
援
護
者
情
報
の
安
全
管
理
の
た
め
、
ど
の
よ
う
な
措
置
を
講
じ
て
い
ま
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
ア
．
提
供
先
と
の
協
定
等
に
よ
る
安
全
管
理
に
関
す
る
取
り
決
め
イ
．
提
供
先
に
お
け
る
安
全
管
理
措
置
に
関
す
る
規
程
の
整
備
ウ
．
提
供
先
を
対
象
と
し
た
安
全
管
理
や
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
研
修
の
実
施
エ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
同
意
（
承
諾
）
は
得
て
い
ま
す
か
。（
[共
有
化
の
方
法
]Q
７
と
質
問
が
一
部
重
複
し
ま
す
が
、
ご
回
答
く
だ
さ
い
。）
ア
．
得
て
い
る
（
得
て
い
る
部
分
を
提
供
）
⇒
以
下
の
質
問
へ
イ
．
得
て
い
な
い
｢ア
．（
同
意
を
）
得
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
が
得
や
す
い
よ
う
に
御
市
と
し
て
は
ど
の
よ
う
な
施
策
を
と
ら
れ
て
い
ま
す
か
。
ア
．
広
報
活
動
や
PR
を
し
て
い
る
イ
．
社
会
福
祉
協
議
会
に
対
し
て
の
助
言
・
教
育
を
し
て
い
る
ウ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
お
書
き
く
だ
さ
い
：
 
）
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災
害
時
要
援
護
者
支
援
制
度
に
お
け
る
情
報
収
集
・
情
報
共
有
と
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
一
考
察
Q1
0 -
３
　
民
生
委
員
に
は
共
有
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
⇒
以
下
の
質
問
へ
２
．
災
害
時
の
み
提
供
し
て
い
る
　
３
．
平
常
時
も
災
害
時
も
提
供
し
て
い
な
い
　 ご
回
答
の
理
由
を
お
記
し
く
だ
さ
い
。（
例
：
民
生
委
員
法
で
守
秘
義
務
が
あ
る
か
ら
。
個
人
保
護
条
例
○
条
□
項
等
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化（
提
供
）
し
た
要
援
護
者
情
報
の
安
全
管
理
の
た
め
、
ど
の
よ
う
な
措
置
を
講
じ
て
い
ま
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
ア
．
提
供
先
と
の
協
定
等
に
よ
る
安
全
管
理
に
関
す
る
取
り
決
め
イ
．
提
供
先
に
お
け
る
安
全
管
理
措
置
に
関
す
る
規
程
の
整
備
ウ
．
提
供
先
を
対
象
と
し
た
安
全
管
理
や
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
研
修
の
実
施
エ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
は
得
て
い
ま
す
か
。（
[共
有
化
の
方
法
]Q
7と
質
問
が
一
部
重
複
し
ま
す
が
、
ご
回
答
く
だ
さ
い
。）
ア
．
得
て
い
る
（
得
て
い
る
部
分
を
提
供
）
⇒
以
下
の
質
問
へ
イ
．
得
て
い
な
い
｢ア
．（
同
意
を
）
得
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
が
得
や
す
い
よ
う
に
御
市
と
し
て
は
ど
の
よ
う
な
施
策
を
と
ら
れ
て
い
ま
す
か
。
ア
．
広
報
活
動
や
PR
を
し
て
い
る
イ
．
民
生
委
員
に
対
し
て
の
助
言
・
教
育
を
し
て
い
る
ウ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
お
書
き
く
だ
さ
い
：
 
）
―
 5
8 
―
九
州
国
際
大
学
法
学
論
集
　
第
19
巻
　
合
併
号
（
20
12
年
）
Q1
0 -
４
　
消
防
団
員
に
は
共
有
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
⇒
以
下
の
質
問
へ
２
．
災
害
時
の
み
提
供
し
て
い
る
　
３
．
平
常
時
も
災
害
時
も
提
供
し
て
い
な
い
ご
回
答
の
理
由
を
お
記
し
く
だ
さ
い
。（
例
：
消
防
組
織
法
で
守
秘
義
務
が
あ
る
か
ら
。
個
人
保
護
条
例
○
条
□
項
等
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化（
提
供
）
し
た
要
援
護
者
情
報
の
安
全
管
理
の
た
め
、
ど
の
よ
う
な
措
置
を
講
じ
て
い
ま
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
ア
．
提
供
先
と
の
協
定
等
に
よ
る
安
全
管
理
に
関
す
る
取
り
決
め
イ
．
提
供
先
に
お
け
る
安
全
管
理
措
置
に
関
す
る
規
程
の
整
備
ウ
．
提
供
先
を
対
象
と
し
た
安
全
管
理
や
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
研
修
の
実
施
エ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
は
得
て
い
ま
す
か
。（
[共
有
化
の
方
法
]Q
７
と
質
問
が
一
部
重
複
し
ま
す
が
、
ご
回
答
く
だ
さ
い
。）
ア
．
得
て
い
る
（
得
て
い
る
部
分
を
提
供
）
⇒
以
下
の
質
問
へ
イ
．
得
て
い
な
い
｢ア
．（
同
意
を
）
得
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
が
得
や
す
い
よ
う
に
御
市
と
し
て
は
ど
の
よ
う
な
施
策
を
と
ら
れ
て
い
ま
す
か
。
ア
．
広
報
活
動
や
PR
を
し
て
い
る
イ
．
消
防
団
員
に
対
し
て
の
助
言
・
教
育
を
し
て
い
る
ウ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
お
書
き
く
だ
さ
い
：
 
）
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災
害
時
要
援
護
者
支
援
制
度
に
お
け
る
情
報
収
集
・
情
報
共
有
と
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
一
考
察
Q1
0 -
5　
町
内
会
・
自
治
会
等
自
主
防
災
組
織
に
は
共
有
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
⇒
以
下
の
質
問
へ
２
．
災
害
時
の
み
提
供
し
て
い
る
　
３
．
平
常
時
も
災
害
時
も
提
供
し
て
い
な
い
ご
回
答
の
理
由
を
お
記
し
く
だ
さ
い
。（
例
：
個
人
保
護
条
例
○
条
□
項
等
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化（
提
供
）
し
た
要
援
護
者
情
報
の
安
全
管
理
の
た
め
、
ど
の
よ
う
な
措
置
を
講
じ
て
い
ま
す
か
。（
複
数
回
答
可
）
ア
．
提
供
先
と
の
協
定
等
に
よ
る
安
全
管
理
に
関
す
る
取
り
決
め
イ
．
提
供
先
に
お
け
る
安
全
管
理
措
置
に
関
す
る
規
程
の
整
備
ウ
．
提
供
先
を
対
象
と
し
た
安
全
管
理
や
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
研
修
の
実
施
エ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
：
 
）
｢ １
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
は
得
て
い
ま
す
か
。（
[共
有
化
の
方
法
]Q
７
と
質
問
が
一
部
重
複
し
ま
す
が
、
ご
回
答
く
だ
さ
い
。）
ア
．
得
て
い
る
（
得
て
い
る
部
分
を
提
供
）
⇒
以
下
の
質
問
へ
イ
．
得
て
い
な
い
｢ア
．
同
意
を
得
て
い
る
｣と
回
答
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
要
援
護
者
本
人
の
承
諾
（
同
意
）
が
得
や
す
い
よ
う
に
御
市
と
し
て
は
ど
の
よ
う
な
施
策
を
と
ら
れ
て
い
ま
す
か
。
ア
．
広
報
活
動
や
PR
を
し
て
い
る
イ
．
町
内
会
・
自
治
会
等
自
主
防
災
組
織
に
対
し
て
の
助
言
・
教
育
を
し
て
い
る
ウ
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
お
書
き
く
だ
さ
い
：
 
）
―
 6
0 
―
九
州
国
際
大
学
法
学
論
集
　
第
19
巻
　
合
併
号
（
20
12
年
）
Q1
0 -
６
　
そ
の
他
の
団
体
（
警
察
組
織
、
N
PO
団
体
、
介
護
施
設
等
）
に
は
共
有
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
１
．
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
⇒
（
ど
の
よ
う
な
団
体
で
す
か
：
 
）
２
．
災
害
時
の
み
提
供
し
て
い
る
　
⇒
（
ど
の
よ
う
な
団
体
で
す
か
：
 
）
３
．
平
常
時
も
災
害
時
も
提
供
し
て
い
な
い
４
．
要
援
護
者
の
希
望
が
あ
る
と
き
の
み
平
常
時
か
ら
提
供
し
て
い
る
　
 
⇒
（
ど
の
よ
う
な
団
体
で
す
か
：
 
）
ご
回
答
の
理
由
を
お
記
し
く
だ
さ
い
。（
例
：
○
○
の
支
援
に
は
協
力
が
必
須
だ
か
ら
、
個
人
保
護
条
例
○
条
等
）
[苦
労
・
工
夫
し
た
点
]
Q1
1．
｢共
有
化
｣整
備
を
始
め
ら
れ
て
い
る
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。
共
有
化
に
あ
た
っ
て
、
特
に
苦
労
・
工
夫
し
た
点
が
あ
れ
ば
、
お
教
え
く
だ
さ
い
。
[ご
意
見
]
Q1
2．
全
て
の
団
体
に
お
尋
ね
し
ま
す
。「
共
有
化
」
に
関
す
る
ご
意
見
が
あ
れ
ば
、
ご
自
由
に
お
書
き
く
だ
さ
い
。
た
く
さ
ん
の
質
問
に
ご
回
答
い
た
だ
き
ま
し
て
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
ご
回
答
い
た
だ
き
ま
し
た
自
治
体
様
に
は
後
ほ
ど
ア
ン
ケ
ー
ト
集
計
結
果
を
送
り
す
る
予
定
で
お
り
ま
す
。
[お
願
い
]
御
市
に
お
か
れ
ま
す
以
下
の
資
料
を
添
付
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
□
要
災
害
時
援
護
者
支
援
制
度
の
仕
組
み
（
防
災
計
画
の
災
害
時
要
援
護
者
関
係
該
当
箇
所
・
災
害
時
要
援
護
者
支
援
事
業
計
画
書
等
）
□
関
連
条
例
（
個
人
情
報
保
護
条
例
）
等
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第Ⅱ部　北九州市の災害時要援護者支援制度
　　　――情報収集・情報共有における取組を中心に
　同市の事例を簡潔に紹介し、同市の要援護者支援制度がより一層個人の自己
情報管理権のみならず自己決定権および存在権といった人権に配慮されかつ実
効性のあるものとなるよう、全国の先進事例を踏まえ若干の提言を試論する。
１．北九州市の災害時要援護者支援制度の概要
　同市の要援護者対策は平成21年３月内閣府（防災担当）まとめの「災害時要
援護者の避難支援に関する調査結果報告書」の第２章「災害時要援護者の避難
支援対策の取組み事例」にも掲載されており 
53
、先進的な取組の一つとして評価
されている。
ここでは同市の特に情報収集・情報共有における取組みの概略を、上記で示
した平成21年３月内閣府（防災担当）まとめの取組み事例紹介資料（同市の該
当部分）と、「災害時要援護者避難支援事業実施マニュアル　北九州市　平成
22年10月修正」、そして各市区へのアンケート 
54
における同市の回答をふまえて
紹介する。
［目的］
避難支援事業は、自分や家族等の支援で避難することが困難な人を事前に把
握しておき、災害発生前における確実な避難情報の伝達と、地域等による支援
者の確保による避難支援を目的としている。（以下略）
53 内閣府（防災担当）「災害時要援護者の避難支援に関する調査結果報告書」(2009年（平成
21年）３月)pp. 167-175
54 報告書　上掲12）資料⑹全国の市における災害時要援護者支援制度の進め方の状況・ア
ンケートまとめ（2011年11月現在）
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［基本方針］
「北九州市における避難支援事業については、本人・家族等による自助又は
地域における共助を基本的な考え方とする。」
（行政は自助・共助ができるよう環境整備や、必要な支援が受けられない場
合における支援等補完的役割を果たすこととする。これは、災害から身を守る
ためには、住民が自ら危機意識を持ち、災害発生前に安全な場所に避難するこ
とが最も望ましいことであることから、自助・共助が基本となるためである。
（以下略））
［効果］
事業を実施することで、地域住民の安全確保とともに以下の効果も期待でき
る。
①　自助、共助を推進することで、防災を切り口とした地域コミュニティ
（絆づくり）の強化が期待できる。
②　民生委員と要援護者情報を共有することで、行政と民生委員双方の情報
が充実し、地域福祉の向上を図ることができる。
③　要援護者が明確になり、災害時に効率的な対応ができる。
④　住民の防災意識が高まり、災害に強い街づくりに資することができる。
［北九州市の取組の経緯⑴――概要］
H17．４～　関係団体による支援方法の協議（55回）（消防局、保健福祉局、区
役所、市民防災会、民生委員・児童委員協議会、社会福祉協議会）
H18．１　地域防災計画の改訂（北九州市防災会議）
H18．４　保健福祉北九州総合計画に掲載
H18．４　モデル事業の開始
H18．８～　北九州市災害時要援護者避難支援連絡会議を組織（関係課長職52
名）
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H20．５～　ワーキンググループの設置（関係係長職41名）
［北九州市の取組の経緯⑵――モデル事業を経て、現行制度の設計まで］
平成18年４月からモデル事業を実施
このモデル事業の実績を踏まえ、個別支援プランに優先的に取り組むべき対
象者を明確にし、24年度（⇒23年度末までに途中修正 
55
）まで各区で段階的に推
進する方針としている。
●モデル事業の基本形
①　各区１小学校区程度を選定
②　支援を必要とする住民の手上げ方式
③　地域で要援護者の募集、支援者を選定
④　区役所は、要援護者情報を登録し、市民防災会会長、消防署長に開示
　　　　↓
モデル事業で登録された要援護者377名（手上げ方式）のうち、早めの連絡
（声かけ）があれば自力で避難することができる人は約６割、３割は地域の支
援（解除）があれが事前避難が可能な人で、残る１割は専門的な支援が必要で
ある。
モデル事業では問題点が多く出た。
・避難支援者の確保が難しい（特に平日・日中）
・万一避難できなかったときの支援者等の責任が重い
・専門的な必技術が必要な支援は地域レベルでは難しい
・自治会未加入世帯は支援者確保が難しい
55 現行制度の構築は、平成24年度末の予定であったが、東日本大震災を経て、平成23年度
までに構築完了するようにとの途中修正が、同市市長のトップダウンでなされたようで
ある。
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・要援護者の範囲を一律に決めかねる
・個人情報の保護で要援護者を特定しづらい
・要援護者情報は日々変化している
・一般的な避難所では生活に支障がある人がいる
以上をまとめると「モデル事業で明らかになった課題」は
・支援者に関する課題（支援者の高齢化、責任、コミュニティ）
・要援護者に関する課題
対象者の範囲が不明確、情報の取得と管理の困難性（個人情報保護）、福祉
避難所の整備
　　　↓
要援護者支援というと地域での支え合いというイメージだが「すべてを自
助、共助に任せられない」。
よって、問われるのは行政がどこまでやれるかである。
結果として、「助かる命は必ず助けられる仕組みづくり」を追求することと
なった。
●平成20年５月～10月ワーキンググループの設置（関係係長職41名）
災害時要援護者避難支援事業の要点
１　対象者：加齢等による心身の障害等により、日常生活に支障があり、自力
避難が困難な人（主に福祉サービス受給者）
２　災害状況：土砂災害、高潮災害、河川氾濫等の前兆現象があり災害の発生
のおそれがあるとき（緊急事態になる前）
３　内容：対象者に警報等の伝達等を行い、早期避難を支援
４　支援体制：自助・共助を基本とし、公助を含む体制
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［対象者の考え方］
モデル事業では支援者の確保の難しさがクローズアップされ、併せて避難支
援が必要な要援護者の範囲の確定が必須であるとしている。すなわち、要援護
者を広げすぎず、実効性のある避難支援に結びつく要援護者の範囲の設定こそ
が課題であると理解されたのである。
　　　↓
そこで、国の改訂ガイドラインにおける「対象者の範囲についての考え方を
明確にし、避難行動要支援者や被災リスクの高い者を重点的・優先的に進める
こと」を踏まえ、同市では、身体の状況方から被災リスクが高い「身体的要件」
と、居住地の状況から被災リスクが高い「地理的要件」の相応に該当する者を
避難支援の対象者としている。
以降、必要に応じて「避難支援プラン」を策定していく。
　以上のように、同市の要援護者支援事業は、国のガイドライン及び改訂ガイ
ドラインをかなり誠実に踏襲したものであり、整備も進んでいる。さらに「防
災部局（行政の防災部局ではなく消防局危機管理室）が主管していること」「消
防局が主管し、健康福祉部局が福祉情報の提供と情報収集時の補助をし、各区
役所の総務企画課が要援護者への実地調査をする、という多部門にまたがる仕
組みであること」「モデル事業の実績を踏まえて個別支援に取り組むべき対象
者をかなり限定していること（「身体的要件」と「地理的要件」の双方に該当
する人を要援護者として支援整備を進めていること）」「当初は平成24年度まで
に完成の予定であったが、市長のリーダーシップの発揮によって平成23年度末
までの完成を目指すことになった」等の特徴を持つ。
２．検討と提言
⑴　地域福祉と連携しやすい組織への転換――保健福祉局を中心に
同市では、「総務省消防庁の主幹事業であること」「「地理的要件」で絞りを
かけること」等から、消防局危機管理室が主管している。保健福祉局は、福祉
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「地理的要件」
① 土砂災害
② 河川氾濫
③ 高潮災害
① 要介護認定者
② 身体障害者手帳交付者
③ 療育手帳交付者
④ 精神障害者保健福祉
手帳交付者
⑤ その他
対象者
一次：他の行政情報を活用した確認（区役所総務企画課にて）
二次：郵送調査での確認（区役所総務企画課にて）
三次：電話連絡での確認（区役所総務企画課にて）
四次：訪問調査実施（区役所総務企画課にて）
訪問調査には当該地区担当の民生委員や自治会長等も
都合がつく限り同行・同席することが多い。
「身体的要件」
図６：北九州市の情報の流れ
⑴「身体的要件」の該当者情報が保健福祉局から消防局危機管理室へ情報提
供
⑵　消防局危機管理室で、⑴の該当者の中から「地理的要件」に当てはまる
者をさらに選んで、「対象者」として各区役所総務企画課へ情報提供
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避難所の設営等を主幹しており、要援護者支援事業（本稿で扱う情報収集・情
報共有）については基礎情報の提供（「身体的要件」の該当者情報）と、訪問
調査時に民生委員の都合がつけば立会う程度にとどまってしまっている。同市
において要援護者への確認作業は、各区役所の総務企画課が実施している。
この点につき、国の改訂ガイドラインやモデル計画、平成19年８月の厚生労
働省通知「要援護者の支援方策について市町村地域福祉計画に盛り込む事項」
によれば、要援護者への確認作業は、保健福祉関連の部局が担当することが効
率的でかつ望ましいとしている。
さらに、同市においては、多部署にまたがることで生じる連携のひずみと、
地域福祉への展開に弱さが随所で確認される。そのため、より一層保健福祉局
を中心とするシステムへと転換していき、同市の方針である「自助・共助」を
中心にして、行政は「防災を切り口とした地域コミュニティ（絆づくり）」を
引き出すような施策を試みていくことが望まれる。
なお、全国の市における災害時要援護者対策の担当部門分析（都道府県別集
計含む）（データは2011年４月１日現在） 
56
によれば、全国的にも健康福祉部門が
主管する場合が49％と最も多く、次いで総務31％、防災・危機管理20％となっ
ている。
⑵「個人情報保護」と「防災」を戦略にして
　　――①地域福祉への展開と、②情報を提供される第三者の保護措置
　情報収集・情報提供が積極的になされるような施策の展開をしていく必要が
ある。具体的には、①「個人情報」を地域福祉に活かす方策と、②情報を提供
される第三者の保護措置である。
①「個人情報」を生かす方策は、「個人情報」を知っていてもらえることで
安心感が増すような地域づくりである。要援護者支援制度を地域の見守りネッ
56 報告書　前掲12）資料⑶を参照のこと。
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トワークにまでつなげようとしている天草市の事例等が参考になる。天草市で
は、高齢者や障がい者等に対象を絞るのではなく、また施設や制度での福祉だ
けでなく、地域での支え合い（共助）によって、安心して暮らせることを目指
している 
57
。
本調査研究の中で認識できたことの一つには、民生委員の役割の大切さが
あり、彼らが行政からも地域からも頼りにされているという実態である 
58
。ま
た、要援護者支援制度とは連携できていないが、北九州市社会福祉協議会には
6,742人の福祉協力員（数値は2011年10月）がおり、校区社協による「災害に
も強いふれあいネットワーク活動」も展開されはじめ、地域のグループホーム
も巻き込んだ福祉救援体制づくりが行われている。そのため、こうした健康福
祉局関連の委員（民生委員・福祉協力員）を中心とする日ごろからの地域の見
守り施策をより充実させることが、災害時準備にもつながるといえる。
②情報を扱う人の保護措置を充実させることが、「個人情報」を受け取りた
がらない自治体・町内会等自主防災組織への対応になると考える。また、要援
護者支援事業に関わる多くの人から、必要以上の緊張感を取り除くことができ
るであろう 
59
。また、こうしたリスク管理のために、民間の損害保険会社は「個
人情報漏えい保険」というものを準備している。自治体の多くは加入している。
しかしながら、これらはいわゆる「行政（健康福祉部局・防災部局等）」にお
ける個人情報の漏えいをその補償範囲としており、第三者が個人情報を、過失
57 要援護者支援に併せて、ふれあいネットワークや見守りネットワークと連携することで
孤立死防止のための見守り・安否確認につなげていく必要がある。
58 ＮＨＫ総合「ニュース７」（2012年３月18日放映）では、東日本大震災被災３県（岩手・宮城・
福島）で民生委員が56人死亡した事実を取上げた。うち少なくとも37人は、要援護者の
安否確認や避難支援をしていたことが確認されており、「頼りにされてはいるが、どこま
で責任を持って他人を助けるかを判断することが難しい」「せいぜい助けられて一人か二
人。それ以上は自分の命が危ない。」という現地の民生委員のコメントもあった。こうし
た実態調査を受けて民生委員の全国団体も、民生委員の活動のあり方や負担の軽減につ
いての検討を始めている。全国社会福祉協議会民生部長　栗和田敏氏は、「民生委員のみ
ではなく地域で対応することが大切」と語っていた。
59 情報を提供される第三者の保護措置については、第Ⅰ部の「９．第三者提供の保護措置」
で述べているのでこちらを参照のこと。
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もしくは重過失によって漏えいさせてしまった場合は（現段階では）補償の対
象外となっているようである。とはいえこれは現段階であり、今後は各自治体
と損害保険会社との交渉により、範囲の設定や過失・重過失の設定等を検討し
ながら多様な契約が想定されてくる余地もある。よって同市には、積極的に第
三者を保護する独自の保険契約の締結を試みることを期待したい。
なお、個人情報が漏えいした場合に、個人が民生委員や自治会長らを訴える
ことは想定しづらく、加えて自治会で「おわび状」「お詫び広告」を出すこと
も同様である。そのため損害賠償請求ということであれば、おそらくは政策や
制度を所管する自治体に訴えが及ぶものと予想される。ゆえに、自治体が保険
に加入し第三者には、「一定の過失の場合には求償しない」ということを、条
例や契約、誓約書の中に明記していければ、情報提供された第三者の負担も軽
減できるのではないだろうか。
⑶「助かる命は必ず助けられる仕組みづくり」のために
　　――要援護者の範囲を広げるための２段階制
　同市においては、モデル事業における課題を踏まえて、要援護者の範囲を絞
り込んでいる。特徴的なものは「地理的要件」における絞り込みである。同市
は、この理由を「災害時要援護者避難支援事業実施マニュアル平成22年10月修
正」のⅠ－３．Ｑ＆Ａにおいて、以下にように説明している。
「全ての方に避難支援プランを作成する場合、災害前の短い時間での対応を
可能とする相当数のマンパワーの確保が現実的に困難であるため。
＊同市においては、過去の災害経験からまず身近な風水害を中心とした対策
を整備する方がより現実的であるため。（高齢化、行政の職員数の限界、
地域コミュニティの希薄化等）」
しかし、東日本大震災という大規模災害の教訓をふまえるならば、次の課題
はこの「地理的要件」を外した市内全域の要援護者対策となる。
というのも、現在多くの市民にはそもそも「地理的要件」による絞り込みが
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なされているということが十分には周知されているとは言えず 
60
、「うちの地区
はもう調査終わったはずなのに、私のところには来てくれない」という声も聞
かれるからである。また、「地理的要件」に該当しないところに居住する障が
い者のかたからは「私がここにいるということを、いざという時のために知っ
ていてほしい」という要望もあり 
61
、個人情報を提供したい、いざというときに
支援がほしいという人にも十分な対応がなされていない場面もあるからでもあ
る。
とはいえ、現行の支援事業では、「地理的要件」と「身体的要件」による絞
り込みによりおよそ13,000人を対象者としているため支援体制の確立が可能
となっているのであるが、もしも今後「地理的要件」を外すとすればおよそ
83,000人への調査の実施もしくは情報収集が必要になる。ゆえに、これをこな
すにはかなり根本的な見直しが必要になるといえ、同市に課せられた課題は大
きい。
そこで提案したいのが健康福祉部局と防災部局による２段階制である。例と
して東京都の練馬区を挙げる。練馬区では、同意方式と手上げ方式の組み合わ
せという方法で情報収集を行っている。対象者は22,000人（当時：2012年２月
現在は30,000人以上の登録者がある）であった。それに加えて、防災部門では
河川の溢水により被害が予想される地域に居住する要援護者に対応するため、
これらの地域の要援護者名簿を関係機関共有方式で別途作成し、注意喚起のチ
ラシを河川の溢水により被害が予想される地域内の全戸に配布している。特
に、戸建て住宅やアパート・マンションの１階の世帯に関しては個別訪問し、
「水害要援護者登録」を求める周知を行っている。
こうした練馬区の事例を参考にして、二段階制とするのである。これまで本
市が整備してきた消防局危機管理室を中心とした「地理的要件」を勘案した実
60 報告書　前掲12）資料⑻「問２」を参照のこと。
61 北九州市障害福祉団体連絡協議会事務局長　古賀由美子氏へのヒアリング、および同団
体から市への要望書等を参考にした。
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効性高い支援体制を生かしつつ、さらに市内全域の要援護者にその対象を広げ
るためにも、全市内要援護者対象に保健福祉局による要援護者支援策を拡充す
ることを推奨したい。さらに、全市内要援護者の情報収集・情報共有方法につ
いては、「逆手上げ方式 
62
」（三条市にて採用）を推奨したい。これは「関係機関
共有方式」の自己情報管理権に配慮したバージョンであり、同市が掲げる「助
かる命は必ず助けられる仕組みづくり」のためには「漏れ・抜け・落ち」も少
なく有益であろう。
⑷　実効性の担保に向けてのシミュレーションの実施
実効性を担保するために避難訓練に要援護者支援を盛り込んでいくことを要
望する。これは徐々にではあるが実践されてきているようであるが、まだ十分
とはいえない。全国的には図上防災訓練（DIG）も普及してきており、また各
地での避難訓練を経て「避難訓練で初めてリアカーを組み立ててみて、組立て
に手間取ることが分かった」等という声も聞かれ新しい支援策や防災・減災準
備の必要性も検討されている。訓練してこそわかることの例としては、「避難
場所の適否」「登録されている援護者の適否（遠くの縁者より近くの他人）」「要
援護者への連絡手段の明確化の必要性」「要援護者を運ぶ手段の事前準備の必要
性」等々である。また、自治会長や民生委員が一人で複数人を避難支援すると
いうことの「無理」も浮き彫りになり、支援策を次段階に進める手がかりが得
られるようである。よって、要援護者も加えた避難訓練を今後はより充実させ
ていく必要があると思われる。
62 「改訂ガイドライン」pp.7-8に「なお、同意を得ることが困難な要援護者については、例えば、
災害時における保有情報の目的外利用・第三者提供を一切拒否していることや、特定の
者・団体に対する情報提供を拒否していることについての登録制度を設けておくことも
検討すること。」との記述があり、「逆手上げ方式」はこの登録制度を援用したものとい
える。
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⑸　「総合防災・減災対策条例」の制定に向けて――プロセス重視型民主主義
の発揮
最後に、第Ⅰ部で提案してきたように条例化を検討したい。本条例は幅広い
住民との意見交換とパブリック・コメント（意見公募）を通して、そのプロセ
スで「地域社会・市民社会」（新しい公共・公共の紡ぎなおし）を形成してい
くものである。
本稿は、報告書「災害時要援護者支援制度における情報収集・情報共有と個
人情報保護に関する調査研究　平成24年３月　神山智美（九州国際大学）」に
加筆、修正したものである。なお、本調査研究は、平成23年度　学術・研究振
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